
経営発達支援事業の見直しについて 

１．事業の概略 

  平成 29年 3月 17日に認定を受けた、「経営発達支援計画」に基づき、 

  小規模事業者を 3商工会が 29年度平成３３年度まで、5年間継続実施する伴走型支援事業。 

２．経 緯 

  平成３０年４月１１日（水）１３：３０～事業評価検討委員会実施（見直し勧告） 

   ◆委員メンバー；合計７名 

＜外部専門家＞広島県中小企業診断協会長  中小企業診断士 岸本実氏 

㈲エーケンテック代表取締役 中小企業診断士 江川雅典氏 

（委員）広島県、広島市、府中町、海田町、坂町の５行政              

３．具体的な見直し事業（１０ｾｸｼｮﾝのうち、７つの見直し事業だけを抜粋） 

 事業ｾｸｼｮﾝ（抜粋） 事業評価検討委員会からの見直し勧告 

❶ 1.地域経済の動向調査

に関すること【指針③】 

伴走型補助対象外事業となるので、商工会の保有ﾃﾞｰﾀの

活用並びに、利用可能な公的ﾃﾞｰﾀ等の公表されているﾃﾞｰ

ﾀの収集、分析を上手に行い、事業者に提供する。 

❷ 2.経営状況の分析に関

すること【指針①】 

「Ｂ」評価ではあるが、啓発ｾﾐﾅｰについては、計画通りの３

商工会各３回ｼﾘｰｽﾞ合計９回ではなく、１商工会各１回の合

計３回とし、巡回・窓口相談など、個別に啓蒙活動を行って

いくこと。数値目標となる「量」だけにとらわれず、啓発セミ

ナー参加者へのｱﾝｹｰﾄ等により、「質」の面も考慮し高い事

業成果につなげる。 

❹ 4.事業計画策定後の実

施支援に関すること【指

針②】 

全国連による職員統一の「経営改善計画作成ｼｽﾃﾑ」を活

用することで、ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟの状況を職員で情報共有できる。

また、ｶﾙﾃの入力を行うことでより細かな確認が出来る。計

画達成状況の指標については、早急に統一基準の仕組み

構築に努める。 

❺ 5.需要動向調査に関す

ること【指針③】 

❶「1.地域経済動向調査に関すること【指針③】」と、 

❺「5.需要動向調査に関すること【指針③】」は、当該事業

計画上では統合は出来ないが、関連する場合には、公的

ﾃﾞｰﾀや商工会内部（独自）ﾃﾞｰﾀ等を有効に取り扱う。 

❻ ６ .新たな需要の開拓に

寄与する事業に関するこ

と【指針④】 

「Ａ」評価ではあるが、海田町と広島安芸商工会が特産品

PR 活動で参加した東京広島県人会や中国ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞﾌ

ｪｱへ 3商工会（全体）で参加する。 

❼ Ⅱ．地域経済の活性化

に資する取組 1.地域活

性化事業 

「創業ﾆｭｰﾌﾛﾝﾃｨｱ事業」は、地域全体を通じた組織的活動

が大きく影響する為、支援制度のＰＲや関係団体との連携

を深め、創業者数増加を図りたい。 

❾ Ⅲ．経営発達支援事業

の円滑な実施に向けた

支援力向上のため 

の取組 2.経営指導員等

の資質向上に関すること 

職員が参加しやすい時間・場所の設定をする。研修会や勉

強会を通じて、支援事例のﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化ならびに、支援実績

の見える化（具体的には、研修参加・マーケティングツール

の活用などのスキルマップを作り、各自の現状と目標を「見

える化」）を実現する。今年度以降支援事例を積み上げ、会

議での支援事例の情報交換の場を確保する。 

 

４．見直し時期；平成３０年５月広島安芸商工会 府中町商工会、広島東商工会 総代会報告後 

以 上 


